
様　式　イ

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書

19 年 度 以 降 の 方 向 性 ・ 事 業 の 予 定
　地域のまちづくり活動を一層活発化させるため、地域力の向上を目指し地域のまちづくりのコーディネーターである所長の一層の
レベルアップに向けた研修を充実させる。

施策体系ｺｰﾄﾞ 2-1-1 事 業 名

事

業
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容
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･
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･

規

模

等

）

地域のまちづくり活動推進事業

市民まちづくり局市民自治推進室市民自治推進課　國吉　℡211-2253

全　　体　　計　　画　　(　　当　　初　　)

担 当

事

業

内

容

・平成１６年度　まちづくり支援制度調査
・平成１７年度　まちづくり専門家の試行派遣
・平成１８年度　まちづくり専門家派遣制度創設
・平成１６年度～平成１８年度　まちづくりセンター所長
研修

＜年 度 別 の 事 業 内 容＞　市街地整備上の課題のある地域において、地域が主体となったまち
づくり活動の推進を図るため、まちづくり活動への効果的な支援のあり
方について調査検討を行い、新たな支援制度（助成制度、派遣制度、
支援体制など）の創設を目指す。
　その検討に際しては、現在まちづくりの初動期にある地区を対象に
コーディネーターを派遣し、その成果を検証するとともに、区などまち
づくり支援を所管する部局と連携・調整を図る。

平 成 16 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 17 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）
・まちづくり関係係長（５局１０区）による庁内検討ワーキングを
開催し、「地域のまちづくり情報の集約共有を図る」「活動への
きっかけづくりや適切なアドバイスをしてくれるまちづくり専門
家の派遣のしくみを整える」「最前線のまちづくりセンターを
バックアップする庁内連携を進める」を柱とする活動支援の方
向性を整理した。
・地域のまちづくり活動に対する支援制度や支援体制につい
て他都市における事例調査を行なった。
・まちづくりセンターを通じて、地域にまちづくり専門家（プラン
ナー）を試行的に派遣。勉強会やワークショップを開催し、地
域による活動のきっかけづくりや動機付けに対する効果を検証
した。
・まちづくり活動の拠点となるまちづくりセンターの機能強化に
向け、所長のスキルアップに向けた研修を実施した。

・地域が主体となったまちづくり活動の推進を図るため、まちづ
くりセンターを通じて、６地区にまちづくり専門家を計20回派
遣。勉強会やワークショップなどを開催し、地域特性に応じた
まちづくりのきっかけづくりやアドバイスを行った。
・まちづくりセンター所長のコーディネート能力向上を図るた
め、新任所長に対する研修のほか、他都市の取組み事例の講
演会等を実施した。

・地域コミュニティ活性化に向け、現状と課題を整理するため
のアドバイザー会議を実施した。（３回）
・まちづくり活動支援の基礎資料とするため、全町内会長に対
するアンケート調査及び団塊の世代の意識調査を実施した。
・まちづくりセンター所長のスキルアップを図るため、地域分析
の手法や先進的な取組みを行っている実践事例を題材とした
研修を実施した。（新任所長研修１回（他に自治研修センター
で１回実施）、全体研修２回）
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評    価　（　成　果　）

課    題

　まちづくりに関する専門家を試行的に派遣しワークショップや
勉強会を開催することにより、市民自らが地域のことを考えて
行動するためのノウハウを提供するとともに、前後の打ち合わ
せ等を通じて、まちづくりセンター所長の地域コーディネート能
力の向上に寄与した。

　地域のまちづくり活動の一層の活性化に向け、地域のコー
ディネーターである所長の一層のスキルアップを図ることが必
要である。



様　式　イ

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書
（単位：千円）

2-1-1

計

17,000

項  目

事　　業　　費　　の　　推　　移

事 業 名 地域のまちづくり活動推進事業施策体系ｺｰﾄﾞ

0
0
0

17,000
14,963

0
0
0

14,963
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5,000
0
0
0

5,000
4,320

0
0
0

4,320
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実　績

計  画  と  の  差  異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

［全   体］［16年度］［17年度］［18年度］

当初は、地域まちづくりの初動期の動きに対する支援制度の検討を行うものであったが、より効果を発揮させるため、まちづくりセン
ターやまちづくり協議会を中心とした支援に内容を転換し、17年度はまちづくり専門家を地域に派遣し、まちづくりに対するアドバイ
ス等を行った。18年度は、地域のことは地域で決め、行動するといった市民自治によるまちづくりに向け、有識者や住民組織関係者
で構成する検討委員会を設置し、本市における地域コミュニティのあり方について検討を行った。
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( 実 績 )

17 年 度 末
( 実 績 )

16 年 度 末
( 実 績 )
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予　算　事　業　名( 小 事 業 名 )

関　　連　　予　　算　　事　　業　　内　　訳

経・臨 枠内外 16年度 17年度 18年度 計

地域のまちづくり活動推進事業 臨時 枠外

計
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－
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－


